
事務事業

№/名　称
事務事業 1078 計画策定業務

単　　　位

主管課 文化・教養施設整備担当 関連課 みどり課、生涯学習課、文化財課

分野名 歴史環境・文化

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名
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22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

最終年度（　　年度）

102円 161円

最終年度（　　年度）

22年度

民間資金を活用しつつ、鎌倉らしい文化の薫り高い文化・教養ゾーンの実現をめざす。

①民間資金活用型事業プロポーザル実施のための検討　②具体的な土地利用の検討

28,106千円

17,584千円

総事業費

0千円 0千円 

0千円

17,979千円

最終年度（  年度）

100円

2.0人 2.0人

17,584千円 17,971千円

17,971千円

評価

備　　考

2.0人

10,127千円 

10,127千円0千円

生推-08 文化・教養施設整備事業
□サービス部門

■支　援　部 門

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価指　　標

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

個別事業名

指　　標



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

Ａ

（１）公共施設の面積拡大に伴う、事業費の増大という課題が残った。
（２）財政状況が厳しくなるなかで、民間活力の導入も視野に入れた最適な事業手法の検
討が必要である。
（３）事業化に向けての実施体制の強化が必要である。

生涯学習推進担当 金川　剛文

一次評価（課長評価）

Ａ

今後の方向性
　これまで懸案であった博物館、美術館の整備を具体化する事業であり、世界遺産登録推進に向けても
必要とされる施設であるため、積極的に推進していかなければならない。
　施設整備の検討にあたっては、専門家の助言、指導を求めるとともに、庁内検討会を立ち上げ、進めて
いく必要がある。

　寄贈を受けて依頼、市民からの意見を踏まえながら跡地の活用について検討を重ねてきており、民間
参入による相乗効果や財政負担の軽減を目指しながら、今後も積極的に推進していく。
　なお、両検討委員会からの指摘も踏まえ、開設準備室の設置や学芸員の配置については喫緊の課題
である。

(1) 公共施設の配置計画
(2) 民間活力の導入
(3) 事業化に向けての実施体制

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

（１）博物館、美術館両検討委員会の検討結果を踏まえ、施設全体の配置計画及び諸室の配置計
画等の検討を進め、一定の方向性を見出した。
（２）地区計画による市街化調整区域の規制緩和や民間機能の配置計画等与条件を見直したなか
で、民間事業者に対し、再ヒアリングを実施し、民間機能参入の可能性について、概ね良好な手ご
たえを得た。
（３）（仮称）鎌倉博物館、（仮称）鎌倉美術館の施設整備にあたっては、学芸員等の専門職を含めた
体制づくりが必要なことから、「開設準備室」設置の検討及び人事担当部局に対し、学芸員の配置
の要望を行った。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 文化・教養施設整備担当担当課長　梅原　秀晃

（１）（２）施設整備における民間資金・民間活力の活用を探るため、民間活力導入可能性
調査を実施し、最適な事業手法等の見極めを行う。また、各分野の専門家に助言、指導を
仰ぎながら検討を進める。
（３）学芸員等を含めた「開設準備室」の設置の検討を進めるとともに、人事担当部局に対
し、再度、学芸員の配置の要望を行う。また、庁内の合意形成を図るため庁内検討会を立
ち上げ、検討を進める。


